· 諸様式一括ダウンロード
	No.
	諸様式名
	様式名
	

	1
	変更申請書
	（第２号様式）
	補助事業の内容、経費費目または補助対象経費を変更しようとするとき

	2
	中止（廃止）承認申請書
	（第３号様式）
	補助事業の全部もしくは一部を中止し、または廃止をしようとするとき

	3
	遅延等報告書
	（第４号様式）
	補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき

	4
	状況報告書
	（第５号様式）
	補助事業の遂行及び収支の状況について必要と認められるとき

	5
	精算払請求書
	（第７号様式）
	補助金額の確定通知を受け補助金の支払を受けようとするとき

	6
	消費税額等確定に伴う報告書
	（第８号様式）
	補助金に係る消費税等に係る仕入控除税額が確定した場合

	7
	財産処分承認申請書
	（第10号様式）
	取得財産を処分しようとするとき

	8
	事業者情報変更届
	（別紙様式２）
	補助事業者の名称、代表者変更、法人化等に変更があったとき


※不明の場合は【補助事業実施の手引き】の問合せ先までご連絡ください。



第２号様式

令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金 
変更申請書

令和  年    月    日

公益財団法人 三重県産業支援センター 理事長 宛て

所在地
名  称
代表者職氏名

令和８年  月  日付け三産支（経営）第   －   号で交付決定のあった令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金について、計画内容を変更したい（するとともに、併せて補助金の変更交付を受けたい）ので、令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金交付要領第11条第１項の規定に基づき、次のとおり申請します。


１　補助事業のテーマ


２　補助金変更申請額
金             円	（変更前金             円）


３　変更理由


４　関係書類
（１）事業変更計画書（第２号様式の２）
（２）支出変更計画書（第２号様式の３）
（３）その他理事長が必要とする書類

５　連絡先　　※担当者は、申請者の代表者または役員・従業員に限ります。
	担当者名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	



第２号様式の２

事業変更計画書
	経費費目
	変更前の補助対象経費
	変更後の補助対象経費

	広報費
	円
	円

	展示会等出展費
	円
	円

	開発費
	円
	円

	借料
	円
	円

	機械装置等費
	円
	円

	外注費
	円
	円

	その他
	円
	円

	補助対象経費合計(A)
	円
	円

	補助金額（（A）×1/2以内）
※千円未満切り捨て
（上限は通知済の交付決定額）
	円
	円



	変更内容
	

	変更理由
	


※ 記入欄は適宜拡張してください。
※ 必要に応じて補足説明や資料を添付してください。
第２号様式の３

支出変更計画書
	
	
	
	（単位：円）

	経費費目
	内容
	規格
	経費内訳
（単価×数量）
	補助対象経費
※一般課税事業者は税抜、免税・簡易課税・2割特例事業者は税込で記入

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※ 変更のあった支出のみ、上段に変更前、下段に変更後の内容を記入してください。
※ 必要に応じて行を追加してください。


第３号様式

令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金
中止（廃止）承認申請書

令和  年    月    日

公益財団法人 三重県産業支援センター 理事長 宛て

所在地
名　称
代表者職氏名			㊞

令和８年   月    日付け三産支（経営）第  －    号で交付決定のあった令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金事業について、次のとおり中止（廃止）したいので、令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金交付要領第12条の規定に基づき申請します。


〇 中止（廃止）の理由


















※　必要に応じて補足説明や資料を添付してください。


第４号様式

令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金  
遅延等報告書

令和  年    月    日


公益財団法人 三重県産業支援センター 理事長 宛て

所在地
名  称
代表者職氏名

令和８年  月   日付け三産支（経営）第  －    号で交付決定のあった令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金事業の遅延等について、令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金交付要領第13条の規定に基づき、次のとおり報告します。



１ 補助事業の進捗状況




２ 遅延等の内容



３ 遅延等の理由



４ 遅延等に対する措置



５ 補助事業の遂行及び完了の見込み





第５号様式

令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金  
状況報告書

令和  年  月    日

公益財団法人 三重県産業支援センター 理事長 宛て

所在地
名　称
代表者職氏名

令和８年  月   日付け三産支（経営）第  －    号で交付決定のあった令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金事業の実施について、令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金交付要領第15条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１ 事業の実施状況
※交付申請時の経営向上計画書の実施計画（第１号様式の２）を踏まえて、進行状況を具体的に記述してください。遅延等している場合は、その理由及び完了の見通しを記述してください。








２ 経費の支出状況
別紙 遂行状況調書のとおり




（第５号様式 別紙）

遂行状況調書

令和  年  月    日現在
	経費費目
	事業計画
	遂行状況
	（B）の内訳　
（C）

	
	交付決定額
	補助対象経費
（A）　
	支出済の
補助対象経費
（B）
	進捗率
（B）/（A）
	

	（記入例）
機械装置等費

	1,320千円
	1,200,000円
	400,000円
	33.3％
	
印刷機　　　150,000円
スライサー　250,000円

	広報費
	千円
	円
	円
	％
	

	展示会等出展費
	千円
	円
	円
	％
	

	開発費
	千円
	円
	円
	％
	

	借料
	千円
	円
	円
	％
	

	機械装置等費
	千円
	円
	円
	％
	

	外注費
	千円
	円
	円
	％
	

	その他
	千円
	円
	円
	％
	

	計
	千円
	円
	円
	％
	


※（Ａ）は、交付申請時の支出計画書（第1号様式の３）及び交付決定に基づき、経費費目ごとに記入してください。
※（Ｂ）は、報告日現在の補助対象経費の支出済額を記入してください。（Ｃ）には、（Ｂ）の内訳を記入してください。
※補助対象経費の金額は、一般課税事業者は税抜、免税・簡易課税事業者は税込で記入してください。



第７号様式

令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金
精算払請求書

令和 　 年  　月  　日

公益財団法人 三重県産業支援センター 理事長 宛て

所在地
名  称
代表者職氏名			㊞

令和 ８年　　月    日付け三産支（経営）第  　　－ 　　 号で補助金の額の確定通知のあった令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金について、令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金交付要領第18条の規定に基づき、次のとおり請求します。



１　請求金額			金           　　   円


２　振込口座		金融機関名	
支店名	
預金種別	
口座番号	
口座名義人	
フリガナ	



※上記の６項目が記載された預金口座等の写しを必ず添付ください。


第８号様式

令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金に
係る消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書

令和  年  月    日



公益財団法人 三重県産業支援センター 理事長 宛て

所在地
名  称
代表者職氏名

令和８年  月    日付け三産支（経営）第  －  号で交付決定のあった令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金について、令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金交付要領第20条第１項の規定に基づき、次のとおり報告します。



１ 補助金額（確定通知書により通知した額）		金           円



２ 補助金の額の確定時における消費税及び地方消費税
に係る仕入控除税額（A）				金           円



３ 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に
係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額(B)	金           円



４ 補助金返還相当額（ (B)－(A) ）			金           円




（注）別紙として積算の内訳を添付すること






第10号様式

令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金に係る
財産処分承認申請書


令和  年  月    日

公益財団法人 三重県産業支援センター 理事長 宛て

所在地
名  称
代表者職氏名


令和８年  月   日付け三産支（経営）第  －  号をもって交付決定のあった令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金によって取得した財産を処分したいので、令和８年三重県エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金交付要領第22条第3項の規定に基づき、次のとおり承認を申請します。


１ 取得財産の名称及び取得年月日





２ 取得価格及び時価





３ 処分の方法（売却の場合は、売却先及び売却価格を記載すること。）





４ 財産処分の理由



別紙様式２

事業者情報変更届
令和  年  月    日
公益財団法人 三重県産業支援センター 理事長 宛て
所在地 
名  称（会社名又は屋号） 
代表者職氏名 
令和８年  月   日付け三産支（経営）第  －  号で交付決定のあった令和８年三重県エネルギー価格等高騰等対応生産性向上・業態転換支援補助金について、事業者情報に変更がありましたので、以下のとおり届け出ます。
	
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	フリガナ
	
	

	名称（会社名又は屋号）
	
	

	代表者職名
	
	

	代表者氏名
	
	

	生年月日・性別
	
	
□大 □昭

□平 □令
	年　　月　　日
	男
女

	住所（所在地）
	〒　　　－　　　　
	〒　　　－　　　　

	
	
	


※ 変更があった箇所について、変更前・変更後の内容を記入してください。（変更のない事項については記載不要です。）
※ 関係機関に対して、暴力団等排除措置要綱に基づく照会を行います。その際、生年月日及び性別等の個人情報が必要です。ご理解のうえ、必ずご記入ください。

